
 

 

 

 

 
 

第７次 横浜市住宅政策審議会（第 1 回）を開催します！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 

建築局住宅政策課長  松本 光司 Tel 045-671-2917 

 

横浜市は、少子高齢化の進展など市民生活を取り巻く環境の変化を踏まえ、平成 30 年２月

に、「みんなで創る、自分らしく暮らせるまちヨコハマ」を基本理念とした、横浜市住生活基本

計画を策定し、本計画に基づき住宅政策を推進してきました。 

本計画の策定から概ね５年が経過し、コロナ禍を契機とした価値観の多様化や、住生活基本

計画（全国計画）の改定を踏まえた計画へ見直す必要もあることから、本市における今後の住

宅政策の展開について検討します。 

(1) 開催日時    令和３年４月 30 日（金） 午前 10 時 00 分から午前 12 時 00 分まで 

(2) 会議形式   WEB 会議 

(3) 傍聴について  

本会議は新型コロナウィルス感染症拡大防止の観点から、WEB 上での傍聴のみとさせていた

だきます。傍聴を希望される方は、４月 26 日（月）17 時までに、下記【電子申請システム】

からお申し込みください。（取材をご希望の場合も下記よりお申し込みください。） 

【電子申請システム】https://www.e-shinsei.city.yokohama.lg.jp/yokohama/uketsuke/dform.do?id=1617272664771 

・氏名（フリガナ）、電話番号、メールアドレス、勤務先又は団体名等を 

ご記載いただきます。 

・希望者多数の場合は先着順とさせていただきます。（先着 70 名） 

・傍聴の方法、当日資料については、４月 28 日（水）中にメールでご案内します。 

４ 審議の進め方（予定） 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

令 和 ３ 年 ４ 月 1 6 日 

建 築 局 住 宅 政 策 課 

２ 諮問事項 

１ 審議会について 

横浜らしい豊かな住生活の実現に向けて、社会環境の変化や価値観の多様化に対応した、 

今後の住宅政策の展開について 

３ 審議の目的 

(1) 検討体制 

 ア 住宅政策審議会 委員 12 名 

イ 専門部会 委員４～５名（上記アの審議会委員から選出） 

(2) 審議内容及びスケジュール 

 第１回 

審議会 

専門部会 

（計 5 回） 

第２回 

審議会 

第３回 

審議会 

第４回 

審議会 

第５回 

審議会 

 
４/30 

５月下旬～

８月上旬 
８月下旬 10 月下旬 12 月中旬 ３月下旬 

審議

内容 
諮 問 個別テーマ 中間整理 改定骨子 

改定素案 

答申素案 

改定案 

答申案 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1次 横浜市営住宅における供給と管理のあり方      諮問：H７/12/８ 答申：H８/10/14 
第 2次 横浜市における今後の民間住宅施策のあり方について 諮問：H９/７/23 答申：H12/12/12 
第 3次 横浜市における今後の住宅施策のあり方について   諮問：H16/９/10 答申：H18/３/29 
第 4次 横浜市における新たな住宅施策のあり方について   諮問：H22/７/16 答申：H23/12/13 
第 5次 時代の変化を踏まえた市営住宅及び高齢者向け住宅等  諮問：H26/７/22 答申：H27/11/24 
    の今後の役割と供給の考え方について 
第 6次 活力と魅力あふれ安全で持続可能なまちの実現に向けた、  諮問：H28/５/11 答申：H29/４/27 

今後の住宅政策の展開について 

（敬称略、五十音順） 

 氏 名 職 業 等 分 野 

１ 伊香賀 俊治 
慶應義塾大学理工学部 

教授 
建築環境 

２ 石川 惠美子 
横浜マリン法律事務所（横浜弁護士会） 

弁護士 
法律 

３ 大江 守之 
慶應義塾大学 

名誉教授 
都市・住宅政策 

４ 岡田 日出則 
神奈川県宅地建物取引業協会 

副会長 
不動産・宅地・建物 

５ 黒川 勝 
横浜市会 建築・都市整備・道路委員会 

委員長 
横浜市会代表 

６ 齊藤 広子 
横浜市立大学国際教養学部 

教授 
不動産マネジメント 

７ 柴田  範子 
特定非営利活動法人 楽 

理事長 
高齢者・福祉 

８ 髙橋 茂雄 
市民 

 
公募委員 

９ 高見沢 実 
横浜国立大学大学院 

教授 
都市計画 

10 田邊 博敏 
市民 

 
公募委員 

11 守屋 誠 
神奈川県県土整備局建築住宅部 

住宅計画課長 
行政機関 

12 山下 健 
独立行政法人都市再生機構東日本賃貸住宅本部神奈川エリア経営部 

部長 
公的機関 

２ 横浜市住宅政策審議会条例の概要 

(1) 設置の目的：多様な市民ニーズや社会情勢の変化に対応しながら、本市の総合的かつ 
長期的な住宅政策に関し調査審議するため、市長の諮問機関として設置。 

(2) 組 織：審議会は、委員 25 人以内をもって組織。必要に応じて専門部会を設置。 
(3) 委 員：学識経験のある者、横浜市会議員、公共的団体の職員、その他市長が必要と 

認める者 
(4) 任 期：２年 

３ 過去の審議会の開催状況 

１ 審議会委員一覧（予定） 

『横浜市住宅政策審議会』で検索 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/sumai-kurashi/jutaku/shiryo/fuzoku/juseishin/ 

参 考 

４ ホームページ 

横浜市住宅政策審議会 検索 


